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専門家派遣事業について
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１ 京都市の分譲マンションの状況

分譲マンション数 約２，０００マンション

住戸数 約１５０，０００室

→ 京都市内の住戸のうち，約１８％が分譲マンション

築３０年を経過した分譲マンション（高経年マンション）

７１３マンション（約３６％）

これが，１０年後には・・・

１，１９０マンション（約６０％）
にまで増える見込み
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2 京都市の分譲マンション施策

・すまい相談（一般相談，専門相談（分譲マンション，不動産，建築，法律））

・マンション管理セミナー

→ 年２回。マンション支援を行う団体と本市との共催

・すまいスクール出張版

→ 希望テーマに応じて建築士などの専門家が集会所等で講義

・分譲マンション建て替え・大規模修繕アドバイザー派遣

→ 大規模修繕の際の合意形成などを専門家が支援

・分譲マンション耐震診断助成

・分譲マンション耐震改修計画作成助成 旧耐震基準が対象

・分譲マンション耐震改修助成

・分譲マンション共用部分バリアフリー助成

→ 道路から玄関間の段差解消工事に対し助成

・高経年マンション専門家派遣 など
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３ 経過

平成１３年 ８月 マンション管理適正化法 施行

１２月 前・京都市住宅マスタープラン 策定

→「分譲マンションの適切な維持管理」を明記

平成１７年度 高経年マンション実態調査【対象：築３０年以上の分譲マンション９５件】

高経年マンションフォーラム 開始（要支援マンションへの集中的な啓発・情報提供）

平成１８年度 高経年マンション実態調査【対象：築３０年以下の旧耐震分譲マンション１７１件】

平成１９年度 分譲マンション建て替え・大規模修繕アドバイザー派遣制度 開始

分譲マンション耐震診断補助制度 開始

（改修助成は20年度～，計画作成は24年度から）

８月～ 分譲マンション実態調査 実施【対象：市内全件１，４１４件】

９月 新景観政策 施行

平成２２年 ３月 現・京都市住宅マスタープラン 策定

→「予防的な観点を重視した分譲マンションの適切な維持管理の推進」を明記

平成２２年度 高経年マンション専門家派遣事業 開始

平成２３年１２月～ 高経年マンション実態調査【対象：平成３１年に築３０年以上となる分譲マンション ６６３件】

→ この実態調査で“要支援マンション”か否かを判断し，

高経年マンション専門家派遣事業の対象としている。 4



４ 平成23年高経年マンション実態調査

(１)対 象 住宅マスタープラン最終年度（平成３１年）に築３０年以上となる

分譲マンション ６６３件

(２)調査方法

ア 調査票による調査

管理規約・長期修繕計画の有無，総会・理事会開催頻度，区分経理など

・調査票を管理組合宛てに郵送

・管理組合から訪問回収希望日が記入された返信ハガキが返送

・電話で回答者と訪問日時の調整

・マンションを訪問して調査票を回収

イ 現地調査

目視による観察で建物の維持管理に大きな問題がないか確認

・調査票の回答あり → 調査票回収時に現地調査の了承を得たうえで実施

・調査票の回答なし → 協力要請の訪問時に実施

(３)回収数（率） 調査票：３０２件（45.6％） 現地調査：６５８件（99.2％） 5



４ 平成23年高経年マンション実態調査

(３)管理組合への支援の必要性を判定するための分類

○第４グループ…建物に深刻な劣化症状が多数認められ，修繕だけなく建替え等も視野に入れた検討が

必要と認められるマンション

○第３グループ…京都市住宅マスタープランで定義した要支援マンションの４項目※のいずれかに該当

するマンション，または，建物に深刻な劣化症状が複数個所に認められるマンション

○第２グループ…建物に深刻な劣化症状は認められないが，標準的な管理組合運営が行われていない部

分が認められ，今後要支援マンションとなる可能性があるマンション

○第１グループ…建物に深刻な劣化が認められず，標準的な管理組合運営が行われているマンション

※京都市住宅マスタープランで定義した要支援マンションの４項目

管理規約がない 総会又は理事会が開かれていない

管理費又は計画修繕のための積立金を徴収していない 大規模修繕工事を実施していない

第３・第４グループ：管理組合への支援が必要な要支援マンション

第２グループのうち管理組合の運営面で複数の課題があると認められる場合：要支援予備マンション 6



４ 平成23年高経年マンション実態調査

(４)４つのグループへの分類基準

○第４グループ…建物維持管理に関する７項目のうち4項目以上に該当【１３件】

○第３グループ…住宅マスタープランで定義した4項目のうち1項目以上に該当

又は，建物維持管理に関する7項目のうち2～３項目に該当【３４件】

⇒ ４７件を要支援マンションに指定

① 危険を感じる手すりがある

② 鉄部の発錆が著しい

③ 集合ポストが壊れている

④ 外壁に露筋がある

⑤ 外壁塗装が著しくはがれている

⑥ バルコニー裏に露筋が見られる

⑦ バルコニー裏に漏水が著しく見られる 7

建物維持管理に関する７項目



４ 平成23年高経年マンション実態調査

○第１グループ…管理組合運営に関する１０項目のすべてに該当しない【４５件】

○第２グループ…管理組合運営に関する１０項目のうち１項目以上に該当

又は，建物維持管理に関する7項目のうち1項目に該当【２３４件】

※ 管理組合運営に関する10項目のうち，４項目以上に該当する

１７件を要支援予備マンションに指定

① 管理規約の改定を実施していない ⑥ 総会議事録を配布していない

② 理事・監事の重任がある ⑦ 区分経理がされていない

③ 理事会の開催頻度が年３回以下である ⑧ 組合員名簿がない

④ 定期総会を開催していない ⑨ 管理委託契約が自動更新又は契約書がない

⑤ 総会議案書を事前配布していない ⑩ 長期修繕計画書がない
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管理組合運営に関する１０項目



４ 平成23年高経年マンション実態調査
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グループ名 分類の概要 マンション数

第１グループ
・住宅マスタープランで定義した４項目
・建物の劣化に関する７項目
・管理運営に関する１０項目

（該当０）
（該当０）
（該当０）

４５

第２グループ

・住宅マスタープランで定義した４項目
・建物の劣化に関する７項目
又は，
・管理項目に関する１０項目

（該当０）
（該当１）

（該当１以上）

２３４
(要支援予備マンション

※17を含む。)

第３グループ
・住宅マスタープランで定義した４項目
又は，
・建物の劣化に関する７項目

（該当１以上）

（該当２～３）
３４

第４グループ
・住宅マスタープランで定義した４項目
・建物の劣化に関する７項目

（問わず）
（該当４以上）

１３

その他
・住宅マスタープランで定義した４項目
・建物の劣化に関する７項目

（未回答）
（該当０～１）

３３７

（合 計） ６６３

※ 要支援予備マンションは，調査票の回答をもとに，管理組合の運営面で複数の課題があると認められるマンションを抽出した。

要
支
援
マ
ン
シ
ョ
ン



５ 高経年マンション専門家派遣事業

(１)開始時期 平成２２年度

(２)実施形態 ＮＰＯ法人マンションサポートネットへの業務委託

(３)概 要

ア 現状把握（ヒアリング，建物外観調査）

要支援・要支援予備マンションすべてを対象に，専門家（マンション管理士，建築
士，

司法書士等）により各マンションの現状を把握し，課題を抽出・明確化する。

＜主な内容＞

○ 管理組合の運営状況の把握（総会や理事会の実施，管理規約の有無 等）

○ 建物の劣化状況の把握（鉄部の発錆，外壁の露筋，外壁塗装の剥がれ 等）

○ 区分所有権や相続・登記等の権利に関する問題の有無の把握

○ 現状における課題の抽出・明確化

※平成２９年度以降は民泊対応（管理規約の改正など）に関する情報提供や助言も実施
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５ 高経年マンション専門家派遣事業

イ 専門家派遣

要支援マンションの中でも特に問題を抱える管理組合を対象に，専門家（マンション

管理士，建築士，司法書士等）を派遣し，管理組合運営の適正化に向けた支援を実施す

る。年間５～６件程度に合計５０回程度（１回当たり２時間程度）。

＜主な内容＞

○ 管理組合役員等の担い手の掘り起こし，管理組合活動への理解促進

○ 会計業務の適正化や合理化の促進に必要な助言

○ 総会・理事会の開催，区分所有者間のコミュニティの形成，管理規約の作成・

改正等の管理組合運営の支援

○ その他個別の状況に応じた支援

（例：区分所有権や相続・登記等の権利関係の問題解決 等）

○ 課題の抽出・明確化，解決方法の検討
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５ 高経年マンション専門家派遣事業

ウ 外部理事派遣※1

要支援マンションの中でも特に問題を抱える管理組合を対象に，外部役員※2として専門家

を派遣し，管理組合の運営に関する実務を担いながら，区分所有者を対象とした勉強会を開

催するなど，最長２箇年以内に，区分所有者が主体的に判断し，管理組合を運営できるよう

誘導する。

〈主な内容〉 ・管理組合運営に関するレクチャーの実施

・理事会（月１回程度），専門委員会及び総会の運営

・支出内容の検討，会計業務の適正化チェック

・建物の劣化に関する計画策定，実施における合意形成支援

・上記の他，個々のマンションの状況に応じた支援

※１ 平成２６年度に「要支援マンション再生支援事業」として開始したが，

平成２８年度に「高経年マンション専門家派遣事業」に統合した。

※２ 外部役員は，総会における議決権及びその代理権を有しない 12



６ 各グループ件数の推移（全体）

グループ
平成２３年度

高経年マンション
実態調査結果

平成２６年度末
再分類

平成３０年度末
再分類

第４グループ（要支援） １３ １５ ６

第３グループ（要支援） ３４ １７ ２０

第２グループ

要支援予備 １７ １４ ７

要支援予備
を除く

― １８ ３０

第１グループ ― ６ ８

第５※ ― ― ４

その他 ６ ― ―

対象外 ― １ １

合 計 ７０ ７１ ７６

（備 考） （追加１件） （追加６件）
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※ 平成30年度に新設。行政の支援を拒むマンションとして，必要に応じた情報提供に留める。



７ 各グループ件数の推移（個別）

グループ
H23 第４（要支援） H23 第３（要支援） H23 第２（要支援予備）

Ｈ２３ Ｈ３０末 Ｈ２３ Ｈ３０末 Ｈ２３ Ｈ３０末

第４（要支援） １３ ２ ― ３ ― ０

第３（要支援） ― ４ ３４ １１ ― ０

第２

要支援予備 ― ２ ― １ １７ ４

要支援予備
を除く

― ３ ― １２ ― １１

第１ ― １ ― ４ ― ２

第５ １ ２ ０

対象外 ― ０ ― １ ― ０

合 計 １３ １３ ３４ ３４ １７ １７
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※ 高経年マンション専門家派遣事業を通じて，これまで，管理組合の設立に至ったマンションが１２件，
大規模修繕工事の実施に至ったものが８件



８ 最後に

○ 強制力がない支援であり，区分所有者の

理解と要請がなければ実施できないため，

粘り強い働き掛けが必要となっている。

○ 管理組合運営に関する課題だけでなく，

滞納処理や行方不明の区分所有者の捜索，

コミュニティの活性化など個々の課題も

抱えており，効果的な方策を検討しながら

進めている。

ご清聴ありがとうございました！
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